
 水谷長三郎所蔵資料 1970年11月 受入

★ その１ ： 水谷長三郎法律事務所弁護資料76点 非公開

★ その２ ： 水谷長三郎議員資料

番 号 タイトル 数 量 所蔵年月

1 第七拾議会演説新聞記事 大衆課税反対 15点 S12年2月 ～ S22年10月

2 第六回国会財政質問用関係書類 7点 S24年11月

3 第三回中央委員会関係書類 11点 S24年2月 ～ S25年12月

4 第七国会関係資料 12点 S25年1月 ～ S25年4月

5 第八国会日報他党関係資料    21点 S25年7月 ～ S26年11月

内容

「情報通信」No.6（S25.4.1）、第七国会における吉田内閣総理大臣施政
演説内容（S25.1.23),昭和25年度租税及び印紙収入予算の説明（大蔵省
主税局、S25.2)、第七国会に於ける池田大蔵大臣の財政演説、昭和25
年度予算の説明（大蔵省主税局）、昭和25年度一般会計歳入歳出予算
部別前年度比較表ほか

京都日日新聞、東京朝日新聞、報知新聞、大阪朝日新聞、都新聞、中
外商業新報、国民新聞、大阪毎日新聞、東京日日新聞（S12.2.20)に掲
載の記事、衆議院議員宿所一覧表（昭和22年6月20日調）， 調査表事
項追加
昭和24年度予算補正の説明（大蔵省主計局、昭和24年11月）、昭和24
年度一般会計予算補正（S24,11,14)、昭和25年度一般会計予算大綱、
第六国会内閣総理大臣施政方針演説（S24,11.8)、昭和24年度補正予算
案説明、水谷財政質問要旨、質問原稿

第三回中央委員会報告（日本社会党本部、1950年11月20日）、第三回
中央委員会議案（日本社会党本部、1950年11月20日）、第三回中央委
員会報告（追加）、1950年－51年冬期闘争に於ける職場党員の行動要
綱（未定稿）、社会保障制度要綱（日本社会党本部社会保障制度委員
会、1950年11月20日）、本部会計報告、平和と独立への道（冊子）、経済
自立計画第二次修正案（草案）、第三回中央委員会議事録、「社会新
聞」（S25.11.20)、地方自治体選挙対策方針

第八国会日報（S25.7.12-7.31）日本社会党国会対策委員会、日本国と
の平和条約の草案、デマに答う―全官公庁労働組合京都地方協議会
青年婦人部に与う（水谷長三郎、S26.11.20）、社会党両派政策四者会談
の中間報告、関税定率法改正案に対する修正案（日本社会党政策審議
会）、吉田内閣総理大臣演説要旨（S26.8.16)、水谷長三郎議員歳費支
給袋ほか
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6 第九国会質問資料 24点 S25年11月

7 党関係資料 26点 S25年6月 ～ S25年11月

8 税制調査会答申書他    21点 S26年12月 ～ S32年5月

9 党関係資料 9点 S27年1月 ～ S33年2月

10 中小企業関係書類他 42点 S28年10月 ～ S29年2月

11 第十七国会補正予算関係資料 25点 S28年6月 ～ S29年1月

12 社会党統一問題研究委員会資料 10点 S28年9月 ～ S29年5月

「社会通信」第225号中小企業協同組合特集、環境衛生関係営業の運
営の適正化に関する法律案、中小企業の資産再評価の特例に関する
法律案に関する報告書、「情報通信」第84号、税制調査会答申、生糸課
税反対全国蚕糸業者大会資料、中小企業の産業分野の確保に関する
法律案、税制調査会答申書（S28.11),税制改正の要綱、税制改革（案）
（日本社会党政審審議会）、水谷長三郎関係新聞記事各紙ほか

社会党平和経済建設プラン（1952.9.2）、社会保障政策案、最低賃金参
考資料（S28.9)、MSAに挑戦して：平和経済建設五ケ年計画、「中小企業
金融公庫月報」（1958.1）、「月刊中小企業」10巻2号、日韓貿易振興に関
する陳情書、夕刊日本経済（S27.1.27)

事業税の問題点、日本中小企業新聞、事業税減免に関する請願書、原
稿法人税と個人税の実体と対策、中小企業対策（日本社会党中小企業
部）、中小企業振興対策、「中小企業に対する租税政策に関する要望」
建議の件、陳情書、中小企業資料：金融特集、企業組合課税運用につ
いての懇談事項ほか

補正予算に関するわが党の態度及び組替案事項、両派社会党補正予
算組替会議中間報告、農林関係災害・冷害関係資料、昭和28年度一般
会計予算補正（第1号）、昭和28年度特別会計予算補正（特第1号）、
1954年度中小企業対策、第十六特別国会中小企業関係法律案集、中
小企業振興議員連盟名簿、法案研究会資料、食糧、供出、米価関係資
料、中小企業資料：保険協同組合特集、衆議院議員候補者に関する参
考資料ほか

日本社会党綱領（草案一、二部）「党活動」号外、民主社会主義の立場
とその自衛態勢（西村栄一）、社会党政権への道（西尾末広）、日本社会
党綱領、社会党統一問題への考察（西尾末広述）、「左派社会党綱領批
判」、第1回統一問題研究委員会資料ほか

第九臨時国会昭和25年度補正予算案に関する説明、吉田首相施政演
説、質問原稿、昭和25年度一般会計予算補正特別会計予算補正及び
政府関係機関予算補正について予算委員会における大蔵大臣の説明
要旨、昭和25年度予算補正の説明、昭和25年度補正予算に伴う税制改
正に関する要綱、税制改正による税率一覧表、間接税関係改正法律新
旧対照表、衆議院予算委員会資料ほか

「情報通信」第11号、第13・14合併号、第2回中央委員会報告（1950年7
月8日、日本社会党本部）、臨時国会闘争、経済危機突破斗争、平和宣
言目次、『平和への理論と実践』、「社会週報」（302号～306号）、平和運
動展開に関する要綱、本部会計報告、地方税法案に関する修正案、新
聞切り抜きほか
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13
外交防衛問題資料（政策審議会資料、昭
和28年10月20日）

17点 S27年2月 ～ S29年1月

14 1954年度運動方針書関係書類 28点 S27年6月 ～ S29年1月

15 中小企業法案関係書類 19点 S31年11月 ～ S33年1月

16 水谷長三郎国会質問原稿 16点 S29年1月 ～ S31年11月

17 府会選挙勘定 20点 S10年9月 ～ S12年1月

18 16点 S25年12月 ～ S28年9月

19 第六回府連大会報告及議案 1綴 S26年1月

20 各種新聞  17点 S21年9月 ～ S35年11月

日本社会党京都府支部連合会第六回府連大会報告及議案　於京都労
働会館　1951.1.7

朝日、毎日、新日本、京都（ S21. 9/1～9/4）、日経（S25. 1/24）、京都
（S35. 11/19）

府政運動方針（案）、経済方針（案）、第17国会と災害・冷害対策、1954
年度運動方針起草分担（案）、1954年度党運動方針草案（「党活動」第
67号）、農業方針（案）、第12回全国大会（「情報通信」第88号）、昭和29
年度予算の編成方針（案）、平和・安全保障及び自衛に関する方針
（案）、労働方針（案）、討議資料No.1、No.2、国際情勢の概観及び外交
方針（案）、日本社会党と再軍備問答、経済再建五ケ年計画、党の主体
性確立の方針（案）、食糧増産対策に関する件、第二回中央委員会報
告（1952.6.7）
社会党の中小企業政策、企業組合課税関係法令・通達、日本社会党中
小企業国会議員協議会第二総会報議案及び報告書、官報号外
（S33.1.31),全商工10周年記念祝典中央集会プログラム、中小企業団体
法案、中小企業組織法案大綱（社会党案）、中小企業団体法案要綱
（案）、中小企業団体法とは、中小企業組織法案ほか

代表質問（1960年、岸内閣時代）、代表質問（1956年、鳩山内閣時代）2
通、［浅沼新委員長の誕生についての所感］、代表質問（吉田内閣時
代）、代表質問、第25回臨時国会に於ける外務大臣の日ソ共同宣言等
に関する趣旨説明（案）、代表質問要旨（1954.1.28、1956.11.14）、第25
回国会における鳩山内閣総理大臣の所信演説
金員借用証書、供託書、領収書、府会議員選挙犯罪調（昭和10年9月25
日執行）、大阪毎日新聞（S11.3.12)掲載の新聞記事（衆議院選挙費用に
関する）、社会大衆党公認衆議院議員候補者水谷長三郎闘争宣言、社
会大衆党公認田原春次闘争宣言ほか

京都市の特別市制実施について、特別市指定法の国会提出要望趣旨
（S28.9),）電気事業再編成による新会社に対し蹴上発電所譲渡除外の
御願（S25.12）、京都駅再建及び国有鉄道高架改築促進に関する陳情
書、東海道本線及び奈良線高架予定箇所平面及略測図、国鉄東海道
本線縦断面図、関係写真10点

　陳情書類 京都市

平和・安全保障及び自衛に関する方針、防衛問題に関する基本的考
察、防衛問題討議資料（1953.10）、民主社会主義と自衛問題、国際情勢
の概観及び外交方針（案）、国際情勢の分析、MSAの概説と全文（日本
週報臨時増刊）、二つの世界と日本の立場（森戸辰男）、防衛及び外交
問題、いかにして不況を克服するか：日本社会党基本経済政策、「社会
思潮」第6巻第2号、第11回全国大会議案（情報通信第58号）、第12回全
国大会（情報通信第88号）
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21 新聞記事：水谷財政質問関連ほか 13点 S24年11月

22 新聞記事：  水谷関連ほか 13点 S22年8月 ～ S25年10月

23 新聞切抜：昭和25年度 29枚 S25年2月 ～ S25年8月

24 新聞切抜：昭和25年度 33点 S25年8月 ～ S25年11月

25 新聞切抜 56点 S28年9月 ～ S34年8月

★ その３ ： 京都府市関係及写真書簡等

番 号 タイトル 数 量 所  蔵

1 税金領収書  （下京税務署） 26枚 S11年5月 ～ S13年3月

2 新聞領収證入 82枚 S13年5月 ～ S14年12月

3 領収證入  127枚 S10年8月 ～ S14年6月

4 領収證入  86枚 S14年7月 ～ S15年12月

5 領収證 228枚 S16年4月 ～ S18年1月

6 昭和拾参年度税金 37枚 S13年5月 ～ S14年3月

7 昭和拾四年度税金 34枚 S14年4月 ～ S15年4月

8 選挙ポスター・書簡他    36点 S3年11月 ～ S35年6月
山田能三郎書簡水谷長三郎宛（年不明6.6）
浅沼稲次郎ハガキ水谷長三郎宛（1950.3.4）
前田種男ハガキ水谷長三郎宛（1951.10.24）
井上良二ハガキ水谷長三郎宛（1951.2.3）
吉村侃書簡水谷長三郎宛（1947.6.27）
水谷長三郎英文書簡（1947.10.15）
山本宣治葬儀写真4枚

 新聞代 ： 大阪朝日, 大阪毎日, 京都日出, 京都日日, 讀賣    広告代 ：
京都毎日 他

社會大衆黨本部 ,  啓法會 ,  京都中央電話局 ,  末廣商會 ,  京都瓦斯
株式會社  他

 啓法會 ,  京都中央電話局 ,  末廣商會 ,  京都瓦斯株式會社 ,  京都電
燈株式會社  他
京都辯護士會 ,  京都中央電話局 ,  末廣商會 ,  京都瓦斯株式會社 ,
京都電燈株式會社  他

水谷長三郎選挙ポスター(民社党公認）

水谷長三郎演台写真
『英国に於ける憲政の理論と実践』パンフ

京都日日、日経、夕刊中外、東京、朝日、産業経済、社会（S22. 8/23 ,
S25. 8/12 ,  9/22 , 26 ,  10/5 , 15）、 官報号外 （ S24. 4/5～7）

ドッジ折衝、参院選、日雇労働者対策案、中小企業金融関連ほか

26年度予算編成、自立経済審議会、減税案、シャウプ再勧告、講和問
題ほか
安保改定のすべて（毎日新聞連載記事、S34.8）、閣僚はこういう（朝日
新聞連載記事、S28.12）、税制改革案、一兆円予算ほか

内容

朝日、読売、内外タイムス、東京、東京タイムズ、時事新報、日経、毎
日、社会、大阪（S24.11.17～26）
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『京都市史』ほか書籍贈呈状

9 水谷長三郎所有手帳    （スケジュール帳） 6冊 S6年 ～ S14年

10 水谷長三郎所有ノート    6冊 S9年 ～ S25年

12 水谷長三郎党葬式次第 5部 S35年12月

「マルクスエンゲルス全集」月報　第4，5，6号
「石川啄木全集」「原敬日記」「マルクス資本論」パンフレット
ほか

「世界情勢と米国」1958年度版刊行挨拶状
改造社『経済学月報』第2、5、20、46号

写真（無産政党PR風景）
片岡文重書簡水谷長三郎宛
第三高等学校寄宿舎内水谷長三郎あてハガキ、写真1枚
「新独逸」第5号（S14.12.20)

「時事通信」第151号　人物時事「水谷長三郎」
声明書／日本社会党代議士会（S20.11.16)
官報号外（S16.12.25)
選挙運動資料（地方税法案ほか）
明年度予算組替へに対する要望
「経営と労働」頒布に関する件／商工省総務局労働課長

①党関係覚書（S9～12年度）、②市会議員総選挙覚書（S12年5月）、③
第70議会覚書（S11年）、④議会覚書（S25.11.18)、⑤詩歌（水谷翠浪）、
⑥算術ノート（武田永子のもの）

昭和35年12月25日於：京都市岡崎勧業会館

1931年、1933年、1936年2冊あり、1937年、1939年

日本発送電株式会社社史送付状
『再建日本の経済構造』刊行挨拶（佐伯宗義）
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